
ファンド通信

商 号 等： アセットマネジメントOne株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第324号

加入協会： 一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

※P3の「ご注意事項等」をご確認ください。
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騰落率（税引前分配金再投資基準価額） 基準日：2024年1月25日

新光ピムコ・ストラテジック・インカム・ファンド1月号
追加型投信／内外／債券

受益者用資料
2024年1月26日

分配金に関するお知らせ

 当ファンドは、第9期決算（2024年1月25日）において基準価額の水準や市況動向等を勘案し、分配金

を0円（1万口当たり、税引前）といたしました。
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※分配金実績は、1万口当たりの税引前分配金を表示しています。
※運用状況によっては分配金が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。上記は過去の実績であり、将来の分配金の支払いおよびそ
の金額について示唆、保証するものではありません。

設定来分配金実績

※期間：2015年1月23日（設定日前営業日）～2024年1月25日（日次）
※基準価額は１万口当たり、信託報酬控除後の価額です。換金時の費用・税金などは考慮していません。
※分配金再投資基準価額は、税引前分配金を当ファンドに再投資したとみなして計算した理論上のものであり、実際の基準価額とは異なります。

運用実績

※騰落率は、税引前の分配金を再投資したものとして算出していますので、実際の投資家利回りとは異なります。
※各期間は、基準日から過去に遡っています。また設定来の当ファンドの騰落率については、設定当初の投資元本を基に計算しています。

（年/月/日）

※上記は過去の運用実績であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

基準価額
8,973円

純資産総額
26.29億円

分配金再投資基準価額
10,348円

※2024年1月25日時点

※当ファンドは新規のお買付け申込を停止しており、ご購入のお申込みはできません。

第8期 （2023年1月25日） 0円
第7期 （2022年1月25日） 0円
第6期 （2021年1月25日） 315円
第5期 （2020年1月27日） 230円

第4期 （2019年1月25日） 0円
第3期 （2018年1月25日） 350円
第2期 （2017年1月25日） 560円
第1期 （2016年1月25日） 0円

第9期 （2024年1月25日） 0円

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 5年 設定来

-0.71% 4.94% 0.27% -1.24% -10.28% -3.71% 3.48%



ファンド通信 新光ピムコ・ストラテジック・インカム・ファンド1月号

2

 

主な投資リスクと費用（くわしくは投資信託説明書(交付目論見書)を必ずご覧ください） 

当ファンドは、投資信託証券への投資を通じて値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）
に投資しますので、ファンドの基準価額は変動します。これらの運用による損益はすべて投資者のみなさまに帰属し
ます。したがって、投資者のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被
り、投資元本を割り込むことがあります。 
また、投資信託は預貯金と異なります。 

信用リスク 

公社債などの信用力の低下や格付けの引き下げ、債務不履行が生じた場合には、当該公社債
などの価格は下落し、時には無価値になることもあります。これらの影響を受け、当ファン
ドの基準価額が下落する可能性があります。 
また、当ファンドはハイイールド債券やバンクローンなどの格付けが低い債券などにも実質
的に投資することから、投資適格の債券のみに投資する場合よりも相対的に信用リスクは高
くなる場合があります。 

金利変動リスク 

公社債などの価格は、金利水準の変化にともない変動します。一般に、金利が上昇した場合
には公社債などの価格は下落し、当ファンドの基準価額が下落する可能性があります。 
当ファンドは、実質的にデリバティブ取引などによって金利変動への対応を行いますが、想
定した金利変動が起こらなかった場合などには、当ファンドの基準価額の上昇の抑制または
下落の要因となります。 

流動性リスク 

有価証券などを売買する際、当該有価証券などの市場規模が小さい場合や取引量が少ない場
合には、希望する時期に、希望する価格で、希望する数量を売買することができない可能性
があります。特に流動性の低い有価証券などを売却する場合にはその影響を受け、当ファン
ドの基準価額が下落する可能性があります。 

カントリーリスク 

投資対象国・地域の政治経済情勢、通貨規制、資本規制、税制などの要因によって資産価格
や通貨価値が大きく変動する場合があります。これらの影響を受け、当ファンドの基準価額
が下落する可能性があります。 
一般に新興国市場は、先進国市場に比べて規模が小さく、流動性も低く、金融インフラが未
発達であり、さまざまな地政学的問題を抱えていることから、カントリーリスクはより高く
なる可能性があります。 

為替変動リスク 

外貨建資産は、為替相場の変動により円換算価格が変動します。一般に、保有外貨建資産が
現地通貨ベースで値上がりした場合でも、投資先の通貨に対して円高となった場合には、当
該外貨建資産の円換算価格が下落し、当ファンドの基準価額が下落する可能性があります。 
なお、当ファンドでは外国投資信託を通じて、原則として為替ヘッジを行い為替変動リスク
の低減を図りますが、為替変動リスクを完全に排除できるものではないほか、為替による収
益の獲得を目指して、限定的な範囲において実質的に為替変動リスクを排除しない場合があ
ります。また、為替ヘッジを行う場合、外貨と円の金利差相当分のヘッジコストがかかりま
す。外貨よりも円の金利が低い場合は、当ファンドの基準価額が下落する可能性がありま
す。 

デリバティブ取引 
に関するリスク 

当ファンドが組み入れる外国投資信託では、デリバティブ取引を行う場合があります。取引
の内容によっては、価格変動の基礎となる資産(原資産)以上の値動きをすることがあるた
め、当ファンドの基準価額が下落する場合があります。 

特定の投資信託証券 
に投資するリスク 

当ファンドが組み入れる投資信託証券における運用会社の運用の巧拙が、当ファンドの運用
成果に大きな影響を及ぼします。また、外国投資信託を通じて各国の有価証券に投資する場
合、国内籍の投資信託から直接投資を行う場合に比べて、税制が相対的に不利となる可能性
があります。 

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 

当ファンドへの投資に伴う主な費用は購入時手数料、信託報酬などです。  

費用の詳細につきましては、当資料中の「ファンドの費用」および投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

◆収益分配金に関する留意事項◆ 

○投資信託の分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価
額は下がります。なお、分配金の有無や金額は確定したものではありません。 

○分配金は、計算期間中に発生した収益(経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益)を超えて支払われる場合があります。その場合、
当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率
を示すものではありません。 

○投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部ないし全部が、実質的には元本の一部払い戻しに相当する場合があります。ファンド
購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。 

ファンドの投資リスク

※P3の「ご注意事項等」をご確認ください。

○投資信託の分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額
相当分、基準価額は下がります。なお、分配金の有無や金額は確定したものではありません。

○分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があり
ます。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計
算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

○投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部ないし全部が、実質的には元本の一部払い戻しに相当する場合があり
ます。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

◆収益分配金に関する留意事項◆
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お客さまにご負担いただく手数料等について

詳細については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

ご換金時
換金時手数料 ありません。

信託財産留保額 ありません。

保有期間中

（信託財産

から間接的に

ご負担いただ

きます。）

運用管理費用

（信託報酬）

その他の費用・

手数料

組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料、信託事務の諸費用、外国での資産の保管等に要する費用、監査費

用等が信託財産から支払われます。

※投資対象とするインカム・ファンドにおいては、有価証券などの売買手数料などがかかります。

※その他の費用・手数料については、定期的に見直されるものや売買条件等により異なるものがあるため、事前に料率、上限額等

を表示することができません。

ファンド

当ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.738%（税抜1.58％）

※委託会社の信託報酬には、インカム・ファンドへの投資の指図に関する権限の委託を受けた投資顧問

会社（ピムコジャパンリミテッド）に対する報酬（当ファンドの信託財産の純資産総額に対して年率

0.6％（税抜））が含まれます。

投資対象とする

外国投資信託

直接の投資運用会社報酬などはありません。

※ただし、当ファンドの委託会社であるアセットマネジメントOne株式会社が受ける報酬から、当ファンドの

投資顧問会社であるピムコジャパンリミテッドに投資顧問報酬が支払われます。そして、その投資顧問

報酬から、インカム・ファンドの投資運用会社などへの報酬が支払われます。

実質的な負担 当ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.738%（税抜1.58%）

支払先 内訳（税抜） 主な役務

委託会社 年率0.95％
信託財産の運用、目論見書等各種書類の作成、基準価

額の算出等の対価

販売会社 年率0.60%
購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送

付、口座内でのファンドの管理等の対価

受託会社 年率0.03%
運用財産の保管・管理、委託会社からの運用指図の実行

等の対価

ファンドの費用

※上記手数料等の合計額等については、購入金額や保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。
※税法が改正された場合等には、税込手数料等が変更となることがあります。

照会先

アセットマネジメントOne株式会社 コールセンター 0120-104-694 受付時間：営業日の午前9時～午後5時
ホームページアドレス https://www.am-one.co.jp/

ご注意事項等

・当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が作成したものです。

・当資料は情報提供を目的とするものであり、投資家に対する投資勧誘を目的とするものではありません。

・当ファンドは、実質的に債券等の値動きのある有価証券（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）に投資をしますので、市場環境、組入有価証券の発行者に係る

信用状況等の変化により基準価額は変動します。このため、投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を

割り込むことがあります。ファンドの運用による損益は全て投資者の皆さまに帰属します。また、投資信託は預貯金とは異なります。

・当資料は、アセットマネジメントOne株式会社が信頼できると判断したデータにより作成しておりますが、その内容の完全性、正確性について、同社が保証するものではありま

せん。また掲載データは過去の実績であり、将来の運用成果を保証するものではありません。

・当資料における内容は作成時点のものであり、今後予告なく変更される場合があります。

・投資信託は

１．預金等や保険契約ではありません。また、預金保険機構及び保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。加えて、証券会社を通して購入していない場合には

投資者保護基金の対象にもなりません。

２．購入金額については元本保証及び利回り保証のいずれもありません。

３．投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合がありますが、これによる損失は購入者が負担することとなります。
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240116JS118564分配金レター

販売会社

※P3の「ご注意事項等」をご確認ください。

2024年1月26日時点

●その他にもお取扱いを行っている販売会社がある場合があります。

また、上記の販売会社は今後変更となる場合があるため、販売会社または委託会社の照会先までお問い合わせください。

●販売会社によってお申込みの条件、制限等が異なります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

＜備考欄について＞

※1新規募集の取扱いおよび販売業務を行っておりません。

※2備考欄に記載されている日付からのお取扱いとなりますのでご注意ください。

※3備考欄に記載されている日付からお取扱いを行いませんのでご注意ください。

（原則、金融機関コード順）

○印は協会への加入を意味します。

商号 登録番号等
日本証券業
協会

一般社団法
人日本投資
顧問業協会

一般社団法
人金融先物
取引業協会

一般社団法
人第二種金
融商品取引
業協会

備考

株式会社十六銀行 登録金融機関　東海財務局長（登金）第7号 ○ ○ ※1

みずほ信託銀行株式会社 登録金融機関　関東財務局長（登金）第34号 ○ ○ ○ ※1

みずほ証券株式会社 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第94号 ○ ○ ○ ○ ※1


